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別紙様式第21号 

申請日 2024年12月23日 

一般社団法人 投資信託協会 

会 長 松下 浩一殿 

 

（商号又は名称）マニュライフ・インベストメント・ 

マネジメント株式会社 

（代表者） 代表取締役 山本 真一 

 

 

正会員の財務状況等に関する届出書 

 

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関する

規則第10条第１項第17号イの規定に基づき、下記のとおり報告いたします。 

 

 

１ 委託会社等の概況 

（１）資本金の額（2024年10月末現在） 

資本金の額   1億4,050万円 

           発行可能株式の総数   8,400株 

           発行済株式総数     1,127株 

最近5年間の資本金の額の増減：  該当事項はありません。 

 

（２）委託会社の機構 

  ① 会社の意思決定機構 

業務執行上重要な事項は、取締役会の決議をもって決定します。取締役は、株主総

会において選任され、その任期は、選任後2年以内に終了する事業年度のうち最終の

ものに関する定時株主総会終結のときまでです。取締役会は代表取締役を選定し、

代表取締役は会社を代表し、取締役会の決議にしたがい業務を執行します。取締役

の変更があった場合には、監督官庁に届出ます。 

取締役会は、少なくとも3ヵ月に1回は開催します。ただし、必要に応じて随時開催

することができます。監査役は1名以上とし、取締役会に出席することを要します。 

 

  ② 投資運用の意思決定機構 

1．商品政策会議による運用方針の決定 

委託会社の設定する投資信託に関する運用方針は、商品企画部が策定し、商品政

策会議において審議、承認・決定されます。商品政策会議は、代表取締役、商品

企画部長、担当する運用部長、担当する営業部長、オペレーション部長、法務・

コンプライアンス部長および関連部署の代表者により構成されています。 

2. 運用部門における運用方針の策定と運用の実行 

・商品政策会議で審議・決定された運用の基本方針に基づき、運用を実行します。 

・ポートフォリオの状況について、運用リスク等の評価・分析を行い、ポート

フォリオの状況を常に把握します。 
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3. リスク管理部門における管理 

委託会社では、以下の検証機能を有しています。 

・投資信託パフォーマンス・レビュー 

投資信託財産の運用状況（パフォーマンス）およびその運用リスク等の評価・

分析を行います。また外部運用委託先等についてもモニタリングを行い、適切

に管理を行っています。 

運用面での改善が必要と判断される場合は、商品政策会議に諮り、対処方法を

検討します。 

・リスク管理委員会 

法令、諸規則の遵守状況、投資信託約款および運用ガイドラインに基づく運用

制限の遵守状況、組入資産の流動性リスクのモニタリング等の結果を報告しま

す。 

違反または留意すべき事項を発見した場合は、関連部署に対して解消・改善の

指示などを行い、適切な管理を行っています。 
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２ 事業の内容及び営業の概況 

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、

証券投資信託の設定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者と

してその運用（投資運用業）を行っております。また「金融商品取引法」に定める第

二種金融商品取引業にかかる業務の一部および投資助言・代理業の一部を行うことが

できます。 

 

2024年10月31日現在における委託会社の運用する証券投資信託は次のとおりです（た

だし、親投資信託を除きます。）。 

種  類 本数（本） 純資産総額（百万円） 

単位型株式投資信託 18 30,047 

追加型株式投資信託 39 631,932 

株式投資信託 合計 57 661,979 

単位型公社債投資信託 5 19,877 

追加型公社債投資信託 - - 

  公社債投資信託 合計 5 19,877 

総合計 62 681,857 
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３ 委託会社等の経理状況 

 

１．当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38

年大蔵省令第59号）ならびに、同規則第2条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関

する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）により作成しております。 

当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭

和38年大蔵省令第59号）ならびに、同規則第282条及び第306条の規定に基づき、「金

融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）により作成しており

ます。 

 

２．財務諸表及び中間財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しており

ます。 

 

３．当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第20期事業年度（令和 5年 

4月 1日から令和 6年 3月31日まで）の財務諸表及び第21期事業年度に係る中間会計期

間（令和 6年 4月 1日から令和 6年 9月30日まで）の中間財務諸表について、EY新日

本有限責任監査法人により監査を受けております。 
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（１）【貸借対照表】 

期別  
前事業年度 当事業年度 

（令和 5年 3月31日現在） （令和 6年 3月31日現在） 

科目 
注記 内訳 金額 構成比 内訳 金額 構成比 
番号 （千円） （千円） （％） （千円） （千円） （％） 

（資産の部）        
Ⅰ 流動資産        
１．現金・預金   2,355,159   2,760,581  
２．前払費用   22,440   28,080  
３．未収運用受託報酬 ※２  509,511   732,057  
４．未収投資助言報酬   61,667   5,920  
５．未収委託者報酬   841,190   739,624  
６．その他未収収益   42,948   116,565  
７．その他流動資産   794   13,252  
流動資産計   3,833,712 90.3  4,396,082 91.2 

        
Ⅱ 固定資産        
１．有形固定資産   37,664   34,869  
(1) 建物 ※１ 25,456   23,491   
(2) 器具備品 ※１ 12,208   11,378   

２．無形固定資産   6,861   4,067  
(1) ソフトウェア  6,861   4,067   

３．投資その他の資産   367,364   387,690  
(1) 繰延税金資産  256,622   277,226   
(2) 敷金  110,552   110,278   
(3) 投資有価証券  189   186   
固定資産計   411,891 9.7  426,627 8.8 

        
資産合計   4,245,603 100.0  4,822,709 100.0 

（負債の部）        
Ⅰ 流動負債        
１．未払金   440,310   418,901  
(1) 未払消費税等  45,046   40,629   
(2) 未払代行手数料  392,882   332,582   
(3) その他未払金  2,381   45,690   

２．未払費用 ※２  528,691   653,019  
３．未払法人税等   257,927   152,644  
４．役員賞与引当金   61,977   82,605  
５．賞与引当金   204,225   245,474  
６．預り金   40,067   37,076  
７．前受収益   9,661   12,668  
流動負債計   1,542,862 36.3  1,602,390 33.2 

        
Ⅱ 固定負債        
１．役員賞与引当金   37,295   24,315  
２．賞与引当金   62,292   54,333  
３．長期前受収益   53,103   70,090  
固定負債計   152,691 3.6  148,739 3.1 
        
負債合計   1,695,553 39.9  1,751,129 36.3 

（純資産の部）        
Ⅰ 株主資本        
１．資本金   140,500 3.3  140,500 2.9 
２．資本剰余金   85,500   85,500  
(1) 資本準備金  85,500  2.0 85,500  1.8 

３．利益剰余金   2,324,056   2,845,588  
(1) その他利益剰余金  2,324,056   2,845,588   
(i) 繰越利益剰余金  2,324,056  54.7 2,845,588  59.0 
株主資本計   2,550,056   3,071,588  
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Ⅱ 評価・換算差額等        
１．その他有価証券評価
差額金 

  △6   △9  

評価・換算差額等計   △6   △9  
        
純資産合計   2,550,050 60.1  3,071,579 63.7 
負債・純資産合計   4,245,603 100.0  4,822,709 100.0 
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（２）【損益計算書】 

期別  
前事業年度 当事業年度 

（自 令和 4年 4月 1日 （自 令和 5年 4月 1日 
至 令和 5年 3月31日） 至 令和 6年 3月31日） 

科目 
注記 内訳 金額 百分比 内訳 金額 百分比 
番号 （千円） （千円） （％） （千円） （千円） （％） 

Ⅰ 営業収益        
１．運用受託報酬 ※１  1,706,392   1,830,929  
２．投資助言報酬   346,463   293,962  
３．委託者報酬   3,567,648   3,053,542  
４．その他営業収益   284,362   459,868  
営業収益計   5,904,867 100.0  5,638,303 100.0 

Ⅱ 営業費用        
１．広告宣伝費   37,970   34,678  
２．調査費   291,755   330,134  
３．委託費   1,116,040   1,028,698  
４．支払手数料   1,454,564   1,152,327  
５．営業雑経費   24,142   24,113  
営業費用計   2,924,474 49.5  2,569,951 45.6 

Ⅲ 一般管理費        
１．給料 ※１  1,711,271   1,859,158  
(1) 役員報酬  163,217   150,377   
(2) 給料・手当  934,331   935,295   
(3) 賞与  345,317   388,885   
(4) 賞与引当金繰入額  123,607   194,950   
(5) 役員賞与引当金繰入額  33,092   72,686   
(6) その他報酬給料  9,677   10,445   
(7) 福利厚生費  102,027   106,518   

２．交際費   7,393   6,405  
３．旅費交通費   13,185   27,913  
４．租税公課   35,554   34,356  
５．不動産賃借料   112,956   111,828  
６．退職給付費用   46,185   40,096  
７．固定資産減価償却費   6,940   7,159  
８．業務委託費   48,701   48,354  
９．諸経費   77,373   70,550  
一般管理費計   2,059,563 34.9  2,205,823 39.1 
営業利益   920,830 15.6  862,528 15.3 

Ⅳ 営業外収益        
１．受取利息及び配当金   13   15  
２．雑収入   144   105  
３．為替差益   12,656   －  
営業外収益計   12,814 0.2  121 0.0 

Ⅴ 営業外費用        
１．雑損失   －   3,518  
２．為替差損   －   15,873  
営業外費用計   － 0.0  19,391 0.3 
経常利益   933,644 15.8  843,258 15.0 

Ⅵ 特別損失        
１．特別退職金   －   18,376  
特別損失計   － 0.0  18,376 0.3 
税引前当期純利益   933,644 15.8  824,881 14.6 
法人税、住民税及び 
事業税 

  373,790 6.3  323,952 5.7 

法人税等調整額   △34,883 △0.6  △20,602 △0.4 
当期純利益   594,738 10.1  521,532 9.2 
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（３）【株主資本等変動計算書】 

前事業年度（自 令和 4年 4月 1日  至 令和 5年 3月31日） 
（単位：千円） 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他 

有価証券

評価 

差額金 

評価・ 

換算 

差額等 

合計 

資本 

準備金 

その他 

資本剰余金 

資本剰余金 

合計 

その他利益 

剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 140,500 85,500 － 85,500 3,731,100 3,731,100 － 3,957,100 △4 △4 3,957,095 

当期変動額            

 当期純利益     594,738 594,738  594,738   594,738 

 自己株式の取得       △2,001,781 △2,001,781   △2,001,781 

 自己株式の消却   △2,001,781 △2,001,781   2,001,781 －   － 

 

利益剰余金から

資本剰余金への

振替 

  2,001,781 2,001,781 △2,001,781 △2,001,781  －   － 

 

株主資本以外の

項目の当期変動

額（純額） 

       － △1 △1 △1 

当期変動額合計 － － － － △1,407,043 △1,407,043 － △1,407,043 △1 △1 △1,407,045 

当期末残高 140,500 85,500 － 85,500 2,324,056 2,324,056 － 2,550,056 △6 △6 2,550,050 

 

当事業年度（自 令和 5年 4月 1日  至 令和 6年 3月31日） 

（単位：千円） 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他 

有価証券

評価 

差額金 

評価・ 

換算 

差額等 

合計 

資本 

準備金 

その他 

資本剰余金 

資本剰余金 

合計 

その他利益 

剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 140,500 85,500 － 85,500 2,324,056 2,324,056 － 2,550,056 △6 △6 2,550,050 

当期変動額            

 当期純利益     521,532 521,532  521,532   521,532 

 自己株式の取得        －   － 

 自己株式の消却        －   － 

 
利益剰余金から資

本剰余金への振替 
       －   － 

 

株主資本以外の項

目の当期変動額

（純額） 

       － △2 △2 △2 

当期変動額合計 － － － － 521,532 521,532 － 521,532 △2 △2 521,529 

当期末残高 140,500 85,500 － 85,500 2,845,588 2,845,588 － 3,071,588 △9 △9 3,071,579 
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重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

（1）その他有価証券 

  市場価格のない株式等以外のもの 

  期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理してお

ります。） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

  定率法によっております。ただし、建物については、定額法を採用しております。 

  なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

   建物   12～50年 

   器具備品 4～15年 

  また、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、法人税法の規定に基づ

き、３年間で均等償却を行っております。 

 

（2）無形固定資産 

  自社利用のソフトウェアについては、社内における見込み利用可能期間（５年）によ

る定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

（1）賞与引当金 

  従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計

上しております。 

（2）役員賞与引当金 

  役員賞与の支払に備えて、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上し

ております。 

 

４．収益及び費用の計上基準 

  当社は、資産運用サービスから運用受託報酬、投資助言報酬、委託者報酬を稼得して

おります。これらには成功報酬が含まれる場合があります。 

 

（1）運用受託報酬 

  運用受託報酬は、投資顧問契約に基づき、契約期間の総資産額等に対する一定割合と

して認識され、確定した報酬を顧問口座によって主に年２回、もしくは年１回受取りま

す。当該報酬は期間の経過とともに履行義務が充足されるという前提に基づき、顧問口

座の運用期間にわたり収益として認識しております。 
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（2）投資助言報酬 

  投資助言報酬は、投資助言契約に基づき、契約期間の総資産額等に対する一定割合と

して認識され、確定した報酬を主に年４回、もしくは年２回受取ります。当該報酬は期

間の経過とともに履行義務が充足されるという前提に基づき、運用期間にわたり収益と

して認識しております。 

 

（3）委託者報酬 

  委託者報酬は、投資信託の信託約款に基づき日々の純資産総額に対する一定割合とし

て認識され、確定した報酬を投資信託によって主に年４回、もしくは年２回受取りま

す。当該報酬は期間の経過とともに履行義務が充足されるという前提に基づき、投資信

託の運用期間にわたり収益として認識しております。 

 

（4）成功報酬 

  成功報酬は、対象となる顧問口座の特定のベンチマークまたはその他のパフォーマン

ス目標を上回る超過運用益に対する一定割合として認識されます。当該報酬は成功報酬

を受領する権利が確定した時点で収益として認識しております。 

 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 当事業年度 
（令和 5年 3月31日現在） （令和 6年 3月31日現在） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
67,143千円 

 
※２ 関係会社に対する資産及び負債は次

のとおりであります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
71,508千円 

 
※２ 関係会社に対する資産及び負債は次

のとおりであります。 

 (千円）   (千円）  

未収運用受託報酬 71,086  未収運用受託報酬 45,774  

未払費用 48,486  未払費用 42,391  

 

（損益計算書関係） 

前事業年度 当事業年度 
（自 令和 4年 4月 1日 （自 令和 5年 4月 1日 
至 令和 5年 3月31日） 至 令和 6年 3月31日） 

※１ 関係会社との取引に係るものが次の
とおり含まれております。  （千
円） 

※１ 関係会社との取引に係るものが次の
とおり含まれております。  （千
円） 

運用受託報酬 865,930 運用受託報酬 706,291 
給料 1,711,271 給料 1,859,158 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

 前事業年度（自 令和 4年 4月 1日  至 令和 5年 3月31日） 

 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 

  (1) 発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度 
期首株式数 

当事業年度 
増加株式数 

当事業年度 
減少株式数 

当事業年度末 
株式数 

普通株式 2,027株 － 900株 1,127株 

（注）変動事由の概要 

普通株式の減少の内訳 

自己株式の消却                  900株 

 

  (2) 自己株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度 
期首株式数 

当事業年度 
増加株式数 

当事業年度 
減少株式数 

当事業年度末 
株式数 

普通株式 － 900株 900株 － 

（注）変動事由の概要 

自己株式の増加の内訳 

自己株式の取得                  900株 

自己株式の減少の内訳 

自己株式の消却                  900株 
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 当事業年度（自 令和 5年 4月 1日  至 令和 6年 3月31日） 

 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 当事業年度 
期首株式数 

当事業年度 
増加株式数 

当事業年度 
減少株式数 

当事業年度末 
株式数 

普通株式 1,127株 － － 1,127株 
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（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

 (1) 金融商品に対する取組方針 

   当社は第二種金融商品取引業及び投資運用業、投資助言業並びに投資運用と投資助

言のための媒介・代理業を行なっております。これらの業務を行なうために資本金及

び営業収益は現金及び預金並びに一部の有価証券として運用しております。なお、現

金及び預金の残高は潤沢にあるため、外部からの資金調達は株式の発行、借入ともに

予定しておりません。またデリバティブ取引も行なっておりません。 

 

 (2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

   金融商品の主たる残高は現金及び預金並びに投資有価証券です。その他の項目は未

収及び未払の残高です。営業債権である未収運用受託報酬は、顧客先別に信用リスク

を勘案しており、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っており

ます。 

   また、営業債権である未収委託者報酬の基礎となる投資信託財産は、信託法により

信託銀行の固有資産と分別管理されており、当該報酬は、計理上毎日の未払費用とし

て投資信託財産の負債項目に計上されております。このため、信用リスクはありませ

ん。 

   投資有価証券はファンドへのシードマネーです。今後の基準価額の下落によって

は、売却損・評価損や計上による利益減少や、評価差額金の減少により純資産が減少

するなど、価格変動リスクに晒されておりますが、リスク管理規程に基づき、毎月時

価を把握しリスクをモニタリングしております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

  貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

 

 前事業年度（令和 5年 3月31日現在） 
  （単位：千円） 

 貸借対照表 
計上額 

時価 差額 

投資有価証券 
 その他有価証券 

189 189 － 

 

 当事業年度（令和 6年 3月31日現在） 
  （単位：千円） 

 貸借対照表 
計上額 

時価 差額 

投資有価証券 
 その他有価証券 

186 186 － 
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（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

  (1) 現金・預金、(2) 未収運用受託報酬、(3) 未収委託者報酬、(4) 未払金 

    これらは短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するものであることか

ら、記載を省略しております。 

 

（注２）金銭債権の決算日後の償還予定額 

 

 前事業年度（令和 5年 3月31日現在） 
  （単位：千円） 
 １年以内 １年超 
(1) 現金・預金 2,355,159 － 
(2) 未収運用受託報酬 509,511 － 
(3) 未収投資助言報酬 61,667 － 
(4) 未収委託者報酬 841,190 － 
(5) その他未収収益 42,948 － 

合計 3,810,477 － 

 

 当事業年度（令和 6年 3月31日現在） 
  （単位：千円） 
 １年以内 １年超 
(1) 現金・預金 2,760,581 － 
(2) 未収運用受託報酬 732,057 － 
(3) 未収投資助言報酬 5,920 － 
(4) 未収委託者報酬 739,624 － 
(5) その他未収収益 116,565 － 

合計 4,354,749 － 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

  金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の３つのレベルに分類しております。 

 

レベル１の時価 
観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市
場において形成される当該時価の算定の対象となる資産又
は負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価 
観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１
のインプット以外の算定に係るインプットを用いて算定し
た時価 

レベル３の時価 
観察できない時価の算定に係るインプットを用いて算定し
た時価 

 

  時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの

インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低い

レベルに時価を分類しております。 
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 (1) 時価で貸借対照表に計上している金融商品 

   前事業年度（自 令和 4年 4月 1日  至 令和 5年 3月31日） 
（単位：千円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 
投資有価証券 － 189 － 189 

資産計 － 189 － 189 

 

  （注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

  投資有価証券 

  金融商品の時価について、投資信託は基準価額によっております。 

 

   当事業年度（自 令和 5年 4月 1日  至 令和 6年 3月31日） 
（単位：千円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 
投資有価証券 － 186 － 186 

資産計 － 186 － 186 

 

  （注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

  投資有価証券 

  金融商品の時価について、投資信託は基準価額によっております。 

 

（有価証券関係） 

１．その他有価証券 

 前事業年度（令和 5年 3月31日現在） 
（単位：千円） 

区分 種類 
貸借対照表 
計上額 

取得原価 差額 

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えない
もの 

投資信託 189 199 △ 9 

合計 189 199 △ 9 

 

 当事業年度（令和 6年 3月31日現在） 
（単位：千円） 

区分 種類 
貸借対照表 
計上額 

取得原価 差額 

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えない
もの 

投資信託 186 199 △ 13 

合計 186 199 △ 13 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
前事業年度  当事業年度 

（令和 5年 3月31日現在）  （令和 6年 3月31日現在） 
繰延税金資産 （千円）  繰延税金資産 （千円） 
未払費用 160,305  未払費用 174,098 
賞与引当金 81,608  賞与引当金 91,801 
未払事業税 13,520  未払事業税 9,905 
その他 1,187  その他 1,420 
繰延税金資産小計 256,622  繰延税金資産小計 277,226 
繰延税金資産合計 256,622  繰延税金資産合計 277,226 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるとき

の、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 
前事業年度  当事業年度 

（令和 5年 3月31日現在）  （令和 6年 3月31日現在） 
法定実効税率 30.62%  法定実効税率 30.62% 
(調整)   (調整)  
交際費等永久に損金に
算入されない項目 

7.29%  
交際費等永久に損金に
算入されない項目 

9.81% 

住民税均等割 0.02%  住民税均等割 0.02% 
その他 △1.63%  その他 △3.67% 

税効果会計適用後の法人
税等の負担率 

36.30% 
 税効果会計適用後の法人

税等の負担率 
36.77% 
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（収益認識関係） 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 
      

 前事業年度   当事業年度  
 （自 令和 4年 4月 1日   （自 令和 5年 4月 1日  
 至 令和 5年 3月31日）   至 令和 6年 3月31日）  

  （千円）    （千円）  
 運用受託報酬 1,706,392   運用受託報酬 1,393,148  
 投資助言報酬 346,463   投資助言報酬 293,962  
 委託者報酬 3,317,648   委託者報酬 3,053,542  
 成功報酬 250,000   成功報酬 437,781  
 その他営業収益 284,362   その他営業収益 459,868  
  5,904,867    5,638,303  

        

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

   [重要な会計方針]４ 収益及び費用の計上基準に記載のとおりであります。 

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの

関係並びに当事業年度末において存在する顧客との契約から当事業年度の末日後に認

識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報 

   重要性が乏しいため、記載を省略しております。 
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（セグメント情報等） 

 前事業年度（自 令和 4年 4月 1日  至 令和 5年 3月31日） 

 １．セグメント情報 

   当社は資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

 ２．関連情報 

  (1) 商品及びサービスごとの情報 

    単一の商品・サービスの区分の外部顧客からの営業収益が損益計算書の営業収益

の90％を超えるため、記載を省略しております。 

 

  (2) 地域ごとの情報 

  ① 営業収益 

 
    （単位：千円） 

香港 シンガポール 日本 その他 合計 
434,763 72,159 5,275,531 122,413 5,904,867 

 

（注）営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。 

 

  ② 有形固定資産 

    本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の

90％を超えるため、記載を省略しております。 

 

  (3) 主要な顧客ごとの情報 

  （単位：千円） 

顧客の名称 営業収益 関連するセグメント 

マニュライフ・円ハイブ
リッド債券インカム・
ファンド（年１回決算
型） 

1,212,280 資産運用業 

マニュライフ生命保険 
株式会社 865,930 資産運用業 

 

 ３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

   該当事項はありません。 

 

 ４．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

   該当事項はありません。 
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 ５．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

   該当事項はありません。 

 

 当事業年度（自 令和 5年 4月 1日  至 令和 6年 3月31日） 

 １．セグメント情報 

   当社は資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

 ２．関連情報 

  (1) 商品及びサービスごとの情報 

    単一の商品・サービスの区分の外部顧客からの営業収益が損益計算書の営業収益

の90％を超えるため、記載を省略しております。 

 

  (2) 地域ごとの情報 

  ① 営業収益 
    （単位：千円） 

香港 英国 日本 その他 合計 
542,425 76,745 4,883,609 135,523 5,638,303 

 

（注）営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。 

 

  ② 有形固定資産 

    本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の

90％を超えるため、記載を省略しております。 
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  (3) 主要な顧客ごとの情報 

  （単位：千円） 

顧客の名称 営業収益 関連するセグメント 

マニュライフ・円ハイブ
リッド債券インカム・
ファンド（年１回決算
型） 

972,404 資産運用業 

マニュライフ生命保険 
株式会社 706,291 資産運用業 

 

（表示方法の変更） 

前事業年度において、投資信託については外部顧客を主要な顧客の単位としており

ましたが、約款に基づき投資信託財産から委託者報酬を得ていることから、当事業

年度より投資信託を主要な顧客の単位として開示しております。この表示方法の変

更を反映させるため、前事業年度の表示の組替を行っております。 

 

 ３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

   該当事項はありません。 

 

 ４．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

   該当事項はありません。 

 

 ５．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

   該当事項はありません。 

 

（関連当事者情報） 

 １．関連当事者との取引 

  (ア) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主等 

    前事業年度（自 令和 4年 4月 1日  至 令和 5年 3月31日） 
種類 会社等の 

名称又は 
氏名 

所在
地 

資本金又
は 

出資金 
（百万
円） 

事業の内
容 

又は職業 

議決権等
の 
所有 

（被所
有） 
割合

（％） 

関連当事
者との関

係 

取引 
の内容 

取引金額 
（千円） 

科目 期末残
高 

（千
円） 

親会
社 

マニュライ
フ 

生命保険 
株式会社 

東京
都 
新宿
区 

56,400 生命保険
業 

(被所有) 
直接 
100.0 

投資一任 
契約 

事務委託 
役員の兼

務 

運用受
託 

報酬の 
受取 

865,930 未収運
用 

受託報
酬 

71,086 

出向者 
負担金
等 

1,698,46
8 
未払費
用等 

48,486 
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    当事業年度（自 令和 5年 4月 1日  至 令和 6年 3月31日） 
種類 会社等の 

名称又は 
氏名 

所在地 資本金又
は 

出資金 
（百万
円） 

事業の内
容 

又は職業 

議決権等
の 
所有 

（被所
有） 
割合

（％） 

関連当事
者 

との関係 

取引 
の内容 

取引金額 
（千円） 

科目 期末残
高 

（千
円） 

親会
社 

マニュライ
フ 

生命保険 
株式会社 

東京都 
新宿区 

56,400 生命保険
業 

(被所有) 
直接 
100.0 

投資一任 
契約 

事務委託 
役員の兼

務 

運用受
託 

報酬の 
受取 

706,291 未収運
用 

受託報
酬 

45,774 

出向者 
負担金
等 

1,966,8
71 

未払費
用等 

42,391 

親会

社 

The 
Manufacture
rs Life 

Insurance 
Company 

Toront
o,  

Canada 

(千カナ

ダドル) 

456,031 

生命保険

業 

(被所有) 
間接 
100.0 

費用の立
替 

費用の 
立替 

71,789 その他 
未払金 

51,857 

 

  (イ) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の

関係会社の子会社等 

    前事業年度（自 令和 4年 4月 1日  至 令和 5年 3月31日） 
種類 会社等の 

名称又は 
氏名 

所在地 資本金又
は 

出資金 
（百万
円） 

事業の内
容 

又は職業 

議決権等
の所有 
（被所
有） 
割合

（％） 

関連当事
者との関

係 

取引の内
容 

取引金
額 
（千
円） 

科目 期末残
高 

（千
円） 

同一
の親
会社 
を持
つ会
社 

Manulife 
Investment 
Management 
(Hong Kong) 
Limited 

Hong 
Kong, 
China 

(百万香
港ドル) 
2,409 

有価証券
等に係る
投資顧問
業務 

なし 事務代行 リエゾン 
報酬 

98,446 その
他未
収収
益 

7,534 

委任契約 投資助言 
報酬 

269,858 その
他未
収収
益 

46,933 

再委任 
契約 

再委託費 
の支払 

171,694 未払
費用 

17,121 

Manulife 
Investment 
Management 
U.S. LLC 

Boston, 
U.S.A 

(千米ド
ル) 

61,038 

有価証券
等に係る
投資顧問
業務 

なし 再委任 
契約 

再委託費 
の支払 

506,495 未払
費用 

268,63
7 

Manulife 
Investment 
Management 
Private 

Markets (US) 
LLC 

Boston, 
U.S.A 

 

(千米ド
ル) 

19,954 
 

有価証券
等に係る
投資顧問
業務 

なし 事務代行 手数料報
酬 

7,651 前受
収益 

51,843 

再委任 
契約 

再委託費 
の支払 

139,544 未払
費用 

65,343 

 

    当事業年度（自 令和 5年 4月 1日  至 令和 6年 3月31日） 
種類 会社等の 

名称又は 
氏名 

所在地 資本金又
は 

出資金 

事業の内
容 

又は職業 

議決権等
の 
所有 

関連当事
者との関

係 

取引の内
容 

取引金
額 
（千

科目 期末残
高 

（千
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（百万
円） 

（被所
有） 
割合

（％） 

円） 円） 

同一
の親
会社 
を持
つ会
社 

Manulife 
Investment 
Management 
(Hong Kong) 
Limited 

Hong 
Kong, 
China 

(百万香
港ドル) 
2,409 

有価証券
等に係る
投資顧問
業務 

なし 事務代行 リエゾン 
報酬 

225,442 その
他未
収収
益 

37,559 

委任契約 投資助言 
報酬 

238,618 その
他未
収収
益 

－ 

再委任 
契約 

再委託費 
の支払 

123,097 未払
費用 

46,455 

Manulife 
Investment 
Management 
U.S. LLC 

Boston, 
U.S.A 

(千米ド
ル) 

61,038 

有価証券
等に係る
投資顧問
業務 

なし 再委任 
契約 

再委託費 
の支払 

467,513 未払
費用 

291,59
6 

Manulife 
Investment 
Management 
Private 

Markets (US) 
LLC 

Boston, 
U.S.A 

(千米ド
ル) 

19,954 

有価証券
等に係る
投資顧問
業務 

なし 事務代行 手数料報
酬 

7,678 前受
収益 

51,843 

再委任 
契約 

再委託費 
の支払 

145,024 未払
費用 

63,149 

 

  (注) １．上記（ア）～（イ）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておら

ず、期末残高には消費税等が含まれております。 

      ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

      (1) 出向者負担金については、親会社の給料基準に基づいて金額を決定して

おります。 

      (2) 運用受託報酬の受取、投資助言報酬の受取、リエゾン報酬の受取、再委

託費の支払等については、一般の取引条件と同様に決定しております。 
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 ２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

  (1) 親会社情報 

    マニュライフ生命保険株式会社 （非上場） 

    The Manufacturers Life Insurance Company （非上場） 

 

（１株当たり情報） 

前事業年度 当事業年度 

（自 令和 4年 4月 1日 （自 令和 5年 4月 1日 

至 令和 5年 3月31日） 至 令和 6年 3月31日） 

１株当たり純資産額 2,262,688.67円 １株当たり純資産額 2,725,447.88円 

１株当たり当期純利益金額 341,129.43円 １株当たり当期純利益金額 462,761.59円 

      

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 

前事業年度 当事業年度 

（自 令和 4年 4月 1日 （自 令和 5年 4月 1日 

至 令和 5年 3月31日） 至 令和 6年 3月31日） 

当期純利益金額（千円） 594,738 521,532 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 594,738 521,532 

普通株式の期中平均株式数（株） 1,743 1,127 

 

（重要な後発事象） 

  該当事項なし 
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中間財務諸表 
 
（１）中間貸借対照表 
 

第２１期中間会計期間末 
（令和６年９月30日現在） 

科目 
注記番号 内訳（千

円） 
金額（千円） 

（資産の部） 
Ⅰ 流動資産 
 １．現金・預金 
 ２．前払費用 
 ３．未収運用受託報酬 
 ４．未収投資助言報酬 
 ５．未収委託者報酬 
 ６．その他未収収益 
 ７．仮払消費税等 
 ８．前払消費税等 
 ９．その他流動資産 

   
 

3,214,584 
27,730 
430,589 
2,002 

651,593 
259,560 
80,502 
105,229 

34 
  流動資産計   4,771,829 
Ⅱ 固定資産 
 １．有形固定資産 
  (1）建物 
  (2）器具備品 
 ２．無形固定資産 
  (1）ソフトウェア 
 ３．投資その他の資産 
  (1）繰延税金資産 
  (2）敷金 
  (3）投資有価証券 

 
 

※１ 
※１ 
 
 
 
 
 
 

 
 

23,249 
10,281 

 
3,359 

 
297,547 
101,806 

288 

 
33,530 

 
 

3,359 
 

399,642 
 
 
 

  固定資産計   436,532 
  資産合計   5,208,361 
（負債の部） 
Ⅰ 流動負債 
１．未払金 
 (1）仮受消費税等 
 (2）未払代行手数料 
 (3）その他未払金 
２．未払費用 
３．未払法人税等 
４．役員賞与引当金 
５．賞与引当金 
６．預り金 
７．前受収益 

  
 
 

200,813 
283,152 

365 
 
 
 
 
 

 
 

484,330 
 
 
 

428,303 
175,796 
153,359 
411,333 
42,237 
12,668 

  流動負債計   1,708,029 
Ⅱ 固定負債 
１．役員賞与引当金 
２．賞与引当金 
３．長期前受収益 

   
34,729 
93,519 
63,756 

固定負債計   192,005 
  負債合計   1,900,034 
（純資産の部） 
Ⅰ 株主資本 
 １．資本金 
 ２．資本剰余金 
  (1）資本準備金 
 ３．利益剰余金 
  (1）その他利益剰余金 
   （i）繰越利益剰余金 

  
 
 
 

85,500 
 

3,082,334 
3,082,334 

 
 

140,500 
85,500 

 
3,082,334 
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  株主資本計   3,308,334 
Ⅱ 評価・換算差額等    
 １．その他有価証券評価差
額金 

  △ 7 

  評価・換算差額等計   △ 7 
  純資産合計   3,308,326 
  負債・純資産合計   5,208,361 
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（２）中間損益計算書 
 

第２１期中間会計期間 
（自 令和６年４月１日 
至 令和６年９月30日） 

科目 注記番号 内訳（千円） 金額（千円） 
Ⅰ 営業収益 
 １．運用受託報酬 
 ２．投資助言報酬 
 ３．委託者報酬 
 ４．その他営業収益 

   
660,402 
12,606 

1,426,547 
517,680 

  営業収益計   2,617,236 
Ⅱ 営業費用 
 １．広告宣伝費 
 ２．調査費 
 ３．委託費 
 ４．支払手数料 
 ５．営業雑経費 

   
32,610 
183,045 
461,155 
488,963 
12,660 

  営業費用計   1,178,435 
Ⅲ 一般管理費 
 １．給料 

(1）役員報酬 
(2）給料・手当 
(3）賞与 
(4）賞与引当金繰入額 
(5）役員賞与引当金繰入額 
(6）その他報酬給料 
(7）福利厚生費 

 ２．交際費 
 ３．旅費交通費 
 ４．租税公課 
 ５．不動産賃借料 
 ６．退職給付費用 
 ７．固定資産減価償却費 
 ８．業務委託費 
 ９．諸経費 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※１ 
 

 
 

31,218 
433,036 
30,130 
260,939 
83,435 
7,696 
50,432 

 

 
896,888 

 
 
 
 
 
 
 

4,482 
10,178 
15,659 
56,951 
19,053 
3,159 
10,590 
38,614 

一般管理費計   1,055,578 
    営業利益   383,222 
Ⅳ 営業外収益 
１．受取利息及び配当金 
２．雑収入 

   
227 

8,643 
  営業外収益計   8,871 
Ⅴ 営業外費用 
 １．雑損失 
 ２．為替差損 

   
674 

14,146 
  営業外費用計   14,820 
    経常利益   377,273 
   税引前中間純利益   377,273 
   法人税、住民税及び事業税   160,850 
   法人税等調整額   △ 20,322 
   中間純利益   236,745 
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（３）中間株主資本等変動計算書 
 

第２１期中間会計期間（自 令和６年４月１日  至 令和６年９月30日） 

（単位：千円） 
 株主資本 評価・換算差額等 

純資産 

合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 資本準備金 
資本剰余

金合計 

その他利

益剰余金 
利益剰余金 

合計 
繰越利益 

剰余金 

当期首残高 140,500 85,500 85,500 2,845,588 2,845,588 3,071,588 △ 9 △ 9 3,071,579 

当中間期変動額          

 中間純利益 － － － 236,745 236,745 236,745 － － 236,745 

 株主資本以外の

項目の当中間期

変動額（純額） 

－ － － － － － 1 1 1 

当中間期変動額合

計 
－ － － 236,745 236,745 236,745 1 1 236,747 

当中間期末残高 140,500 85,500 85,500 3,082,334 3,082,334 3,308,334 △ 7 △ 7 3,308,326 
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重要な会計方針 
 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

  (1）その他有価証券 

 市場価格のない株式等以外のもの 

 中間会計期間期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理しております。） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

  (1）有形固定資産 

 定率法によっております。ただし、建物については、定額法を採用しており

ます。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物   12～50年 

器具備品 4～15年 

 また、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、法人税法の規定

に基づき、３年間で均等償却を行っております。 

  (2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアについては、社内における見込み利用可能期間（５

年）による定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

(1）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額のうち当中間会計期間に負担すべ

き額を計上しております。 

(2）役員賞与引当金 

 役員賞与の支払に備えて、賞与支給見込額のうち当中間会計期間に負担すべき額

を計上しております。 

 

４．収益及び費用の計上基準 

当社は、資産運用サービスから運用受託報酬、投資助言報酬、委託者報酬を稼得し

ております。これらには成功報酬が含まれる場合があります。 

  (1）運用受託報酬 

 運用受託報酬は、投資顧問契約に基づき、契約期間の総資産額等に対する一

定割合として認識され、確定した報酬を顧問口座によって主に年２回、もしく

は年１回受取ります。当該報酬は期間の経過とともに履行義務が充足されると

いう前提に基づき、顧問口座の運用期間にわたり収益として認識しておりま

す。 

  (2）投資助言報酬 

 投資助言報酬は、投資助言契約に基づき、契約期間の総資産額等に対する一

定割合として認識され、確定した報酬を主に年４回、もしくは年２回受取りま

す。当該報酬は期間の経過とともに履行義務が充足されるという前提に基づ

き、運用期間にわたり収益として認識しております。 

  (3）委託者報酬 

 委託者報酬は、投資信託の信託約款に基づき日々の純資産総額に対する一定

割合として認識され、確定した報酬を投資信託によって主に年４回、もしくは

年２回受取ります。当該報酬は期間の経過とともに履行義務が充足されるとい
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う前提に基づき、投資信託の運用期間にわたり収益として認識しております。
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  (4）成功報酬 

 成功報酬は、対象となる顧問口座の特定のベンチマークまたはその他のパ

フォーマンス目標を上回る超過運用益に対する一定割合として認識されます。

当該報酬は成功報酬を受領する権利が確定した時点で収益として認識しており

ます。 

 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間会計期間末日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

当中間会計期間末 
（令和６年９月30日現在） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 73,599千円 

 

（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間 
（自 令和６年４月１日 
至 令和６年９月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却額 2,091千円 
 無形固定資産の減価償却額 1,068千円 

 

（中間株主資本等変動計算書関係） 
 当中間会計期間（自 令和６年４月１日  至 令和６年９月30日） 
 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 
当事業年度期首 

株式数 
当中間会計期間 
増加株式数 

当中間会計期間 
減少株式数 

当中間会計期間末 
株式数 

普通株式 1,127株 － － 1,127株 

 

（金融商品関係） 
１．金融商品の時価等に関する事項 

中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 
 
当中間会計期間末（令和６年９月30日現在） 

（単位：千円） 

 中間貸借対照表 
計上額 

時価 差額 

投資有価証券 
 その他有価証券 

288 288 － 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

  (1) 現金・預金、(2) 未収運用受託報酬、(3)未収委託者報酬、(4)未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するものであることか

ら、記載を省略しております。 

 

（注２）金銭債権の当中間会計期間末日後の償還予定額 

  当中間会計期間末（令和６年９月30日現在） 
  （単位：千円） 
 １年以内 １年超 
(1) 現金・預金 3,214,584 － 
(2) 未収運用受託報酬 430,589 － 
(3) 未収委託者報酬 651,593 － 
(4) 未払金 484,330 － 

合計 4,781,098 － 
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２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 
 金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じ
て、以下の３つのレベルに分類しております。 
 

レベル１の時価 
観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成され
る当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した
時価 

レベル２の時価 
観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の
算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価 観察できない時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

   
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ
ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベ
ルに時価を分類しております。 

 
（１）時価で中間貸借対照表に計上している金融商品 
  当中間会計期間（自 令和６年４月１日  至 令和６年９月30日） 

（単位：千円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 
投資有価証券 － 288 － 288 

資産計 － 288 － 288 

 
（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

投資有価証券 
金融商品の時価について、投資信託は基準価額によっております。 

 

（有価証券関係） 
１．その他有価証券 
  当中間会計期間末（令和６年９月30日現在） 

（単位：千円） 

区分 種類 
中間貸借対照表 

計上額 
取得原価 差額 

中間貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

投資信託 288 299 △10 

合 計 288 299 △10 

 

（資産除去債務関係） 

当中間会計期間（自 令和６年４月１日  至 令和６年９月30日） 

 資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 
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（収益認識関係） 
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

（単位：千円） 

当中間会計期間 
（自 令和６年４月１日 
至 令和６年９月30日） 

    
 運用受託報酬 660,402  
 投資助言報酬 12,606  
 委託者報酬 1,426,547  
 成功報酬 －  
 その他営業収益 517,680  
  2,617,236  

    

 
２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

 [重要な会計方針]４ 収益及び費用の計上基準に記載のとおりであります。 

 
３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの

関係並びに当中間会計期間末において存在する顧客との契約から当中間会計期間の末
日後に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報 
 重要性が乏しいため、記載を省略しております。 
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（セグメント情報等） 

 当中間会計期間（自 令和６年４月１日  至 令和６年９月30日） 

 １．セグメント情報 

   当社は資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

 ２．関連情報 

   (1）商品及びサービスごとの情報 

    単一の商品・サービスの区分の外部顧客からの営業収益が中間損益計算書の営業

収益の90％を超えるため、記載を省略しております。 

 

   (2）地域ごとの情報 

   ① 営業収益 

                                       

（単位：千円） 

香港 英国 日本 その他 合計 
389,763 119,306 2,089,293 18,872 2,617,236 

    （注）営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。 

 

   ② 有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額

の90％を超えるため、記載を省略しております。 

 

   (3）主要な顧客ごとの情報 

                                       

（単位：千円） 

    顧客の名称 営業収益 関連するセグメント 
円ハイブリッド債券インカム・
ファンド（年１回決算型） 

405,385 資産運用業 

マニュライフ・インベストメン
ト・ 
マネジメント（HK）リミテッド 

387,686 資産運用業 

 

 ３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

   該当事項はありません。 

 

 ４．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

   該当事項はありません。 

 

 ５．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

   該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

当中間会計期間 
（自 令和６年４月１日 
至 令和６年９月30日） 

 １株当たり純資産額 2,935,516.33 円 
 １株当たり中間純利益金額 210,066.83 円 
    
なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額につい
ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

 

   （注）１株当たり中間純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 当中間会計期間 
（自 令和６年４月１日 
至 令和６年９月30日） 

中間純利益金額（千円） 236,745 
普通株主に帰属しない金額（千円） － 
普通株式に係る中間純利益金額（千
円） 

236,745 

普通株式の期中平均株式数（株） 1,127 

 

（重要な後発事象） 

   該当事項はありません。 
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独立監査人の監査報告書 

令和６年５月２９日 

マニュライフ・インベストメント・マネジメント株式会社 

 取 締 役 会  御 中 

 

EY新日本有限責任監査法人 

東  京  事  務  所 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 

 公認会計士   水永 真太郎 

 

 

 
監査意見 
 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うた
め、「委託会社等の経理状況」に掲げられているマニュライフ・インベストメント・マネ
ジメント株式会社の令和５年４月１日から令和６年３月３１日までの第２０期事業年度の
財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針
及びその他の注記について監査を行った。 
 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、マニュライフ・インベストメント・マネジメント株式会社の令和６
年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重
要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
監査意見の根拠 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当
監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
その他の記載内容 
 その他の記載内容は、監査した財務諸表を含む開示書類に含まれる情報のうち、財務諸
表及びその監査報告書以外の情報である。 
 当監査法人は、その他の記載内容が存在しないと判断したため、その他の記載内容に対
するいかなる作業も実施していない。 
 
財務諸表に対する経営者及び監査役の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を
整備及び運用することが含まれる。 
 財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示
する責任がある。 
 監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。 
 
財務諸表監査における監査人の責任 
 監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は
誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定
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に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 
 
 
 監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過
程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示
リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判
断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。 

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意
を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、
財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、
監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企
業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、
構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかど
うかを評価する。 

 監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ
ているその他の事項について報告を行う。 
 監査人は、監査役に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻
害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽
減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。 

以  上 

 

(注 1) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は

当社が別途保管しております。 

(注 2) XBRLデータは監査の対象には含まれていません。 
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独立監査人の中間監査報告書 

令和６年１１月１５日 

マニュライフ・インベストメント・マネジメント株式会社 

 取 締 役 会  御 中 

 

EY新日本有限責任監査法人 

東  京  事  務  所 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 

 公認会計士   水永 真太郎 

 

 

 
中間監査意見 
 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うた
め、「委託会社等の経理状況」に掲げられているマニュライフ・インベストメント・マネ
ジメント株式会社の令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの第２１期事業年度の
中間会計期間（令和６年４月１日から令和６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、す
なわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針
及びその他の注記について中間監査を行った。 
 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中
間財務諸表の作成基準に準拠して、マニュライフ・インベストメント・マネジメント株式
会社の令和６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（令和
６年４月１日から令和６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示してい
るものと認める。 
 
中間監査意見の根拠 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して
中間監査を行った。中間監査の基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査に
おける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す
る規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を
果たしている。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠
を入手したと判断している。 
 
中間財務諸表に対する経営者及び監査役の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準
に準拠して中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は
誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を
作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められ
る中間財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に
は当該事項を開示する責任がある。 
 監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。 
 
中間財務諸表監査における監査人の責任 
 監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有
用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合
理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立場から中間財務諸表に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場
合に、重要性があると判断される。
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 監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間
監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を
実施する。 
・不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、
重要な虚偽表示リスクに対応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選
択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ
適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部
が省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示
リスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監
査手続が選択及び適用される。 

・中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案
するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。 

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象
又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に
関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間財務諸表の注
記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が
適切でない場合は、中間財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められて
いる。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、
将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間
財務諸表の作成基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間
財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象に関
して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。 

 監査人は、監査役に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施
過程で識別した内部統制の重要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査
の基準で求められているその他の事項について報告を行う。 
 監査人は、監査役に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻
害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽
減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。 

以  上 

 

(注 1) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社が別途保管しております。 

(注 2) XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。 
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